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研究要旨： 

 災害に対する情報収集システムの活用を含む保健医療福祉調整本部体制について、実世

界での経験を評価し、その効果的な運用や課題を抽出し、実社会での活用を推進すること

が目的である。 

 災害対応に関するヒアリングや現地調査、全国の自治体等へのアンケート調査、文献調

査等を行い、研究班内で検討を行った。 

 その結果、以下のテーマ毎に研究成果がまとめられた。(1) 保健医療福祉調整本部等に

関する検討、(2) 災害の実事例に即した検討、(3) 災害対応のための情報の要求事項等の

検討、(4) 情報集約及び対応体制等に関する海外の情報収集、(5) 避難所・在宅者等の情

報把握・支援の検討、(6) 災害ケースマネジメント等の検討、(7) 情報分析の運用体制の

検討、(8) 情報能力向上方策等の検討等である。これらの検討から、保健医療福祉調整本

部等の標準モデルとして、小冊子「保健医療福祉調整本部等におけるマネジメントの進め

方 2025」を作成した。 
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Ａ．研究目的 

保健医療福祉調整本部は、平成 29（201

7）年 7 月 5 日に、厚生労働省 5 課局部長通

知「大規模災害時の保健医療活動に係る体制
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の整備について」によって設置が求められる

ようになった。これは、平成 28（2016）年 4

月に発生した熊本地震における対応を検証し

て同年 7 月に取りまとめられた「初動対応検

証レポート」において、「被災地に派遣され

る医療チームや保健師チーム等を全体として

マネジメントする機能を構築する」べきとの

提言が記載されたことによる。保健医療福祉

調整本部は、各都道府県において、保健医療

活動チームの派遣調整、保健医療活動に関す

る情報の連携、整理及び分析等の保健医療活

動の総合調整を行うこととされている。 

 情報集約については、内閣府戦略的イノベ

ーション創造プログラム「国家レジリエンス

（防災・減災）の強化」（SIP 防災）におい

て、D24H の開発と社会実装に向けた取組が

進められてきた。 

 2024 年 1 月に発生した能登半島地震で

は、保健医療福祉調整本部が設置され、多く

の支援チームが活動を行った。また、災害時

保健医療福祉活動支援システム

（Disaster/Digital information system 

for Health and well-being、D24H）や J-

SPEED（Japan-Surveillance in Post 

Extreme Emergencies and Disasters）など

の情報通信技術が活用された。 

 本研究の目的は、このような背景がある中

で、情報収集システムの活用を含む保健医療

福祉調整本部体制について、実世界での経験

を評価し、その効果的な運用や課題を抽出

し、実社会での活用を推進することにある。 

 

Ｂ．研究方法 

 研究の過程では、関係機関へのヒアリン

グ、被災自治体等へのアンケート調査、既存

資料の収集を実施し、保健医療福祉調整本部

における情報フローの実態や、あるべき体制

像について検討を進めた。各分担研究は、そ

れぞれのテーマにおいて相互に連携を図りな

がら、保健医療福祉体制の構築と運用に関す

る課題と改善策について協議を重ねた。 

具体的には、令和６年能登半島地震をはじ

めとする災害対応状況に関する情報収集を行

い、支援活動に関わったメンバーを含めて、

研究班内での検討を重ねた。その成果とし

て、保健医療福祉調整本部の標準モデルの構

築に取り組み、「保健医療福祉調整本部等に

おけるマネジメントの進め方 2025」を作成

した。また、その中で、「平時と危機時の保

健医療福祉調整本部等チェックリスト」を作

成した。本チェックリストは、厚生労働科学

研究「健康危機発生時における保健所設置自

治体や保健所の組織体制並びに人材育成等の

強化、及びブロックごとの DHEAT 体制強化の

ための研究」（研究代表者：池田和功、研究

分担者：石井安彦）との共同成果物である。 

 また、研究成果の社会的発信として、日本

公衆衛生学会総会においてシンポジウムを企

画・開催し、本研究で得られた知見や提言を

広く共有した。こうした活動を通じて、実効

性のある保健医療福祉調整体制の構築と今後

の災害対応に向けた具体的な政策形成への貢

献を目指した。 

 

(1) 保健医療福祉調整本部等に関する検討 

 本研究では、保健医療福祉調整本部に関す

る体制の実態と課題を把握するため、複数の

調査と分析を行った。まず、令和 5 年 10 月

から令和 6 年 1 月にかけて、全国 47 都道府

県、20 指定都市、67 政令指定市、23 特別区

を対象に、保健医療福祉調整本部等に関する

実態調査を実施した。調査では、保健医療福

祉調整本部に相当する組織の有無と機能、災

害対策本部へのリエゾン職員の参加の計画な

どについて尋ね、回答は電子メールで回収

し、記述統計を用いて分析を行った。 

 この調査において、各自治体での「保健医

療福祉調整本部」は、令和 4 年 7 月 22 日付

の通知「大規模災害時の保健医療福祉活動に

係る体制の整備について」に示された内容に

相当する組織として定義した。また、令和元

年に実施された全国の 47 都道府県および 20
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指定都市を対象とした保健医療調整本部に関

する調査結果との比較分析も行い、体制の変

化や課題の継続性について考察を加えた。 

 加えて、災害対応の現場から得られる実践

的知見を収集するため、2016 年以降に実際

に災害対応を経験した都道府県庁、県型保健

所、中核市保健所に対する聞き取り調査を実

施し、その中から２事例を選定して詳細に分

析した。 

 さらに、令和 6 年 9 月 29 日には、大分県

豊肥保健所において、日向灘を震源とするマ

グニチュード 9.0 の地震を想定した保健医療

福祉調整本部の設置および運営に関する訓練

が実施された。この訓練には、管内の病院・

診療所、市役所、支援団体等が参加し、連携

して対応する体制を実地で検証した。訓練を

通じて得られた教訓や気づきについても整理

を行い、標準的な保健医療福祉調整体制の構

築に向けた貴重な参考とした。 

 これら一連の調査と検討により、災害時に

おける保健医療福祉分野の調整体制の現状と

課題が明らかとなり、今後の制度設計や運用

指針の改善に向けた基礎的な知見が得られ

た。 

 

(2) 災害の実事例に即した検討 

 令和 2 年度から令和 4 年度にかけて災害救

助法が適用された 10 件の風水害を対象に、

実災害時における保健医療福祉活動の実態を

把握するための調査研究を実施した。調査対

象は、保健医療福祉調整本部の設置主体とな

る都道府県 22 か所、保健医療福祉活動の現

地マネジメントを担う保健所 136 か所、そし

て災害対応業務を実施する市町村 409 か所で

あり、令和 3 年 12 月から令和 4 年 1 月にか

けて質問紙調査を行った。また、これらの災

害において内閣府や被災自治体が公開してい

る被害報をもとに、被害の程度に関するデー

タを整理し、アンケート結果と組み合わせて

分析を行った。 

 この分析では、まず、どの程度の被害に対

して保健医療福祉活動が必要とされたかを明

らかにし、さらに、被害の程度と保健医療福

祉活動拠点の設置場所との関連性について検

討した。また、新型コロナウイルス感染症の

流行下において、感染拡大防止の観点からど

のような活動制限が生じたかについても分析

し、加えて、事前の備えの有無と災害対応時

の自己評価の関係、さらには関係機関との情

報共有の状況と自己評価との関連についても

検討を加えた。 

 これらの分析に用いた回答数は、都道府県

から 17 件（22 か所中）、県型保健所から 71

件（110 か所中）、市型保健所から 17 件

（24 か所中）、市町村からは 139 件（409 か

所中）であった。これらのデータを用いて、

被害程度とのクロス集計や項目間の関係性を

把握するための分析を行い、風水害発生時に

おける保健医療福祉活動の課題と今後の改善

点を明らかにした。 

 

 (3) 災害対応のための情報の要求事項等の

検討 

 災害対応における情報流通の課題と要求事

項を明らかにするため、これまでの災害事例

に基づく関係者への聴取と文献調査を実施

し、情報流通機構の構築に向けた実務的な課

題と改善点について整理した。これら一連の

取り組みにより、災害対応における実効性の

ある情報マネジメントのあり方が検討され

た。 

また、保健医療福祉調整本部における派遣

調整に関する情報マネジメントの在り方につ

いては、災害時の情報および医療マネジメン

トに精通する研究者やコンサルタントへの個

別インタビューを通じて実践的な知見を収集

した。インタビューでは、被災状況の把握、

ニーズの収集、業務量の推定、チームの配

分、指揮・連絡、活動結果の集約と共有とい

った各項目に対し、1）必要な情報とその情

報源、2）それをもとに行うべき作業と意思
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決定、という二つの観点から検討を依頼し、

内容の妥当性や実用性についてレビューを得

た。この検討は、情報の過不足が現場のマネ

ジメントに及ぼす影響を踏まえ、適切な情報

管理を目指すための方針に基づいて実施され

た。 

 令和 6 年能登半島地震における 1.5 次避難

所での保健医療福祉支援については、研究分

担者である宮川が運営支援者として現地で活

動した経験に基づく観察を主たるデータと

し、あわせて石川県災害対策本部資料などの

客観的な情報を活用して、その実態と課題を

検討した。これにより、1.5 次避難所におけ

る支援体制や支援の内容、支援を行う上での

障壁や運営上の課題が明らかとなった。 

 

(4) 情報集約及び対応体制等に関する海外

の情報収集 

 災害時における保健医療福祉調整本部の情

報集約とマネジメント体制に関する海外の知

見を収集するため、英国、米国、世界保健機

関（WHO）などの公的な指針、報告書、なら

びに関連する学術文献をレビューし、我が国

の体制構築に資する事項や課題について検討

を行った。具体的には、英国の JESIP

（Joint Emergency Services 

Interoperability Principles）関連文書、

たとえば「Joint Doctrine」「Multi-Agency 

Information Cell (MAIC) Guidance」

「Joint Organisational Learning 

Guidance」などを対象とし、多機関間の情報

共有と組織間の学習促進に関するアプローチ

を整理した。 

また、国際標準化機構（ISO）が発行する

「security and resilience（セキュリティ

およびレジリエンス）」に関する規格群につ

いても調査を行い、災害対応における標準的

な情報管理の枠組みを明らかにした。加え

て、米国の Medical Operations 

Coordination Center（MOCC）に関する情報

を収集・検討し、保健医療における運用調整

の実務的側面について理解を深めた。 

 これらの調査結果に基づき、災害時の保健

医療福祉支援に関する用語の整理を進め、

WHO や ISO を含む国内外の災害・危機管理に

関する用語解説を網羅的に調べ、「保健医療

福祉調整本部等におけるマネジメントの進め

方 2025」に収載する用語解説集を作成し

た。これにより、実務における情報の統一的

な理解と運用が促進されることを目指した。 

 

(5) 避難所・在宅者等の情報把握・支援の

検討 

 在宅被災者への支援体制に関しては、在宅

避難者となり得る対象者を三つのカテゴリー

に分類し、各カテゴリーに応じた情報収集お

よびアセスメントの実施体制や支援の在り方

について整理を行った。また、在宅被災者の

健康支援に必要なアセスメント項目について

も検討を加え、これまで保健師が行ってきた

調査項目と、福祉部門や NPO 団体等が実施し

てきた調査項目との比較を通じて、必要な調

査内容や優先順位、実施時期についての検討

を進めた。 

被災地地域住民への支援の全体像を「カラ

ダとココロ」「すまい・くらし」「人と人と

のつながり・まち」の３つの視点で分類し、

それぞれについて「平時」「発災直後」「応

急対応期」「復旧・復興期」という災害時期

ごとに必要な支援内容を整理・検討した。 

 さらに、実際の被災地域における行政機関

間の連携支援体制についても検討を行い、令

和 6 年能登半島地震支援の現状を踏まえ、市

町村、保健所、都道府県、国における支援の

流れ—すなわち情報収集、状況認識、判断・

決定、対応実施—の過程とそれぞれの役割分

担、連携の在り方について研究班内で意見交

換を行った。また、過去の被災地域において

調査実績のある支援関係者に対してヒアリン

グを行い、支援活動における実践的知見も取

り入れて検討を深めた。 
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(6) 災害ケースマネジメント等の検討 

 本研究では、災害ケースマネジメント

（DCM）に関する実態把握と支援体制の構築

に向けた検討を行うため、複数の調査を実施

した。 

 過去の大規模災害における被災者情報の収

集・活用体制を把握するため、2016 年熊本

地震、2018 年大阪府北部地震および北海道

胆振東部地震を経験した広域自治体と基礎自

治体を対象に、文献調査および関係部局への

聴取調査を実施した。また、2019 年および

2021 年に豪雨災害によって「重複被災」し

た佐賀県大町町における DCM の実践事例を対

象に、地理空間分析（GIS）を導入した分析

を実施した。ここでは、被災者の視点から被

害や避難の実態を跡付けるとともに、支援者

の視点から支援体制の構築過程やその課題を

明らかにした。これらの知見をもとに、簡便

な被災者支援需要の判定に資する災害ケース

マネジメント支援システムの試作も行った。 

令和 5 年度には、見守り支援が長期化した

世帯に加え、すべての被災世帯を対象に生活

再建を妨げる要因を検討し、生活再建阻害要

因を抽出した。支援記録と調査結果を突合し

たうえで、支援機関が生活再建の達成を妨げ

ていると判断した要素について詳細な分析を

行った。 

また、将来の災害に備えた効果的な被災者

支援体制の在り方を検討するために、2022

年度から 2024 年度にかけて、地震災害およ

び風水害に見舞われた 7 府県 10 市町を対象

に行われた「災害ケースマネジメント実現に

向けた被災者調査実施手法の調査」の結果を

再分析し、被災者支援体制の精度向上に資す

る要素を整理した。 

令和 6 年能登半島地震および豪雨水害で被

災した輪島市・石川県において、被災者支援

の取り組みに関する事例調査を実施した。こ

れは、両自治体の Web サイトなどで公開され

ている情報をもとに文献調査を行うととも

に、被災者支援に関わる部局に対して対面ま

たはオンライン形式での聞き取り調査を実施

し、その実態を把握した。さらに、輪島市の

被災集落を対象に、地域自治組織による集落

運営の取り組み（いわゆる自治機能）が災害

時に果たす役割について、集落単位の事例分

析を通じて明らかにした。 

 

(7) 情報分析の運用体制の検討 

 災害時の保健・医療・福祉および防災分野

における情報収集と対応体制の連携を強化す

ることを目的に、情報集約の在り方について

検討を行った。特に、内閣府の戦略的イノベ

ーション創造プログラム「国家レジリエンス

（防災・減災）の強化（SIP 防災）」におい

て研究開発された D24H を活用し、社会実装

を見据えた体制整備に取り組んだ。 

 令和 5 年度は、社会実装に向けた橋渡しプ

ログラム（Bridge）として採択され、D24H

の現場活用に向けた取り組みが進められた。

都道府県本庁に設置される保健医療福祉調整

本部が、災害発生時に必要な保健医療福祉支

援活動のための情報を的確に収集し、分析・

対応立案に活かす体制を整えることが求めら

れており、そのためには平時からの訓練や研

修において情報活用を意識した内容が必要で

ある。 

 こうした背景のもと、令和 5 年度には統括

DHEAT 研修を通じて、災害対応において保健

医療福祉調整本部が求める情報の種類や内容

の整理を行った。また、令和 6 年 1 月に発生

した能登半島地震の対応を通じて、実際の保

健医療福祉調整本部での情報収集・管理の在

り方を検証し、当初の研究内容を一部見直し

た上で、実災害対応における教訓を今後の研

修・訓練に反映するための検討を進めた。こ

れらを通じて、情報の収集・分析・活用を円

滑に行う体制の確立に向けた具体的課題と解

決策を明らかにした。 

 

(8) 情報能力向上方策等の検討 
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 災害時における情報収集・分析・共有の能

力向上を目的として、各種研修や支援活動を

通じた検討を行った。令和 4 年度には、災害

時健康危機管理支援チーム（DHEAT）養成研

修（基礎編）において、保健所現状報告シス

テム（くものいと）および災害時保健医療福

祉活動支援システム（D24H）の使用訓練を実

施し、さらに災害派遣福祉チーム（DWAT）に

ついての講義を通じて、その活動内容と役割

の理解を深めた。これらの研修では、受講者

と共に情報収集・分析・活用の実践的な手法

についても演習を行い、効果的な活用法を模

索した。 

 令和 5 年度には、DHEAT 基礎編、標準編、

統括 DHEAT 研修を実施し、研修を通じて保健

所現状報告システムの運用訓練や災害医療の

要請経路に関する演習を行った。また、和歌

山県においては、市町村を対象とした災害時

初動アクションカードの作成と保健所との連

携訓練を行い、災害発生初期における情報通

信機能や関係機関との情報共有の在り方につ

いて具体的に検討した。 

さらに、令和 6 年能登半島地震における

DHEAT の支援活動を踏まえ、実災害現場にお

ける情報共有の実態を分析し、関係機関間の

連携や情報の有効な活用に資する方法を検討

した。これら一連の取り組みを通じて、災害

時に必要とされる情報能力の実践的な向上方

策を多面的に明らかにした。 

 

(9) ドイツ南西部で発生した水害に関する

インタビュー調査 

 2021 年 7 月にドイツ南西部に大きな被害

をもたらした水害の被害状況、対応、課題を

把握すべく、最も被害の激しかった

Ahrweiler 郡 Bad Neuenahr-Ahrweiler 市でイン

タビュー調査および被災地の現地視察を行っ

た。 
 
(10) 保健医療福祉調整本部等モデル案の作

成 

 小冊子「保健医療福祉調整本部等における

マネジメントの進め方」への意見収集等を行

い、研究班内での検討を行って、保健医療福

祉調整本部の標準モデルの構築を行った。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

(1) 保健医療福祉調整本部等に関する検討 

 保健医療福祉調整本部の設置と機能に関す

る検討を通じて、災害発生時の迅速な対応を

可能とする体制整備の重要性が明らかとなっ

た。実際の訓練では、本部会議の早期開催、

構成員の役割明確化、共有すべき情報の整

理、必要な調整・意思決定項目の把握、意思

決定の「場」の設定、必要資機材の確認とい

った 6 つの観点が訓練の意義として確認され

た。また、広域かつ継続的な対応を可能にす

るために「地域 BCP」の概念が重視され、派

遣体制の円滑化を図る仕組みづくりが求めら

れた。 

 調査の結果、都道府県の 9 割、指定都市お

よび特別区の 8 割、政令市の 7 割において、

地域防災計画等に保健医療福祉調整本部の設

置が明記されていたが、すべての自治体で整

備されているわけではなかった。福祉分野の

情報共有および調整については、都道府県で

7 割、指定都市および政令市で 5 割、特別区

で 6 割が対応していた。また、都道府県本部

へのリエゾン職員の派遣は指定都市で 4 割、

政令市と特別区では 1 割未満にとどまり、自

治体間の会議出席体制についても改善の余地

が見られた。 

 自然災害時の好事例としては、県保健所と

市保健所の平常時からの連携が発災後に合同

調整本部の設置につながり、地域災害医療計

画や DMAT の支援に基づく調整会議が迅速に

行われた例が挙げられる。こうした会議で

は、全支援団体が参集し、保健所長のリーダ

ーシップの下で有効な情報収集・分析・対応

が実現していた。 

 さらに、都道府県における新型コロナウイ

ルス感染症対策では、マネジメント部門が中
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心となり、感染状況に応じた複数の会議体を

組織し、役割分担の明確化と機能強化が図ら

れた。調整本部という名称は用いられていな

かったが、各部・課が Incident Command 

System（ICS）に類似した役割を担い、実質

的には ICS の枠組みを包含する組織として機

能していたと評価される。これらの実践例

は、今後の大規模災害における保健医療福祉

調整本部の体制構築や機能設計の参考となる

ものであり、継続的なレビューと改善が求め

られる。 

 

(2) 災害の実事例に即した検討 

本研究では、近年発生した風水害および令

和 6 年能登半島地震を含む災害事例を対象

に、保健医療福祉活動の実態と課題を明らか

にするための調査研究を実施した。その結

果、事前の計画策定や訓練の有無、災害時の

対応体制、情報共有の方法、活動の評価との

関係性が多角的に検討された。 

 まず、災害時における保健医療福祉活動

は、主に避難所において健康被害の予防や要

配慮者支援を中心に行われており、その拠点

は多くの自治体で保健所が担っていた。ま

た、市町村によっては、災害対策本部内や平

時の担当部局、福祉避難所等を拠点として活

動が展開されていた。活動の指揮・支援体制

には、名称に違いはあるものの、全体統括や

情報、後方支援、財務、広報、安全、渉外と

いった役割が明確に割り当てられていた。 

 災害対応の評価と事前準備との関係につい

ては、計画作成や訓練を実施していた自治体

の方が、対応の達成度をやや高く評価してい

た傾向が見られたが、統計的に有意な差は確

認されなかった。また、情報共有の実態とし

ては、地域の被害状況や医療機関・福祉施設

の被害、支援要請などが主な共有情報であ

り、主な連絡手段には固定電話と電子メール

が用いられていた。オンライン会議システム

の活用は限定的であった。 

 さらに、災害と新型コロナウイルス感染症

の影響の関係性については、令和 2 年から令

和 4 年の間に発生した災害を比較した結果、

コロナ禍の深刻度と保健医療福祉活動の制限

との間に明確な差は認められなかった。 

 能登半島地震をめぐっては、指定避難所の

運営担当者へのインタビューを実施し、避難

所での活動形態（巡回や常駐）、活動期間、

被災者のニーズ、具体的な対応内容などにつ

いても詳細に把握された。これらの実地調査

を通じて、災害時における保健医療福祉活動

の全体像と、その実行を支える計画、体制、

情報活用の課題と成果が明らかとなった。 

 

 (3) 災害対応のための情報の要求事項等の

検討 

災害時における情報の流通やマネジメント

の実態と課題を明らかにし、保健医療福祉調

整本部等における情報活用の高度化に向けた

要件を検討した。 

災害時の情報流通構造を、第 1 層：通信イ

ンフラ、第 2 層：設備・制度、第 3 層：情報

マネジメント、第 4 層：意思決定と評価とい

う 4 層に構造化し、それぞれの層における課

題と必要とされる対応策を明示した。今後は

これらの課題に対応する組織的主体の特定

と、それぞれに求められる具体的な対策の検

討が重要である。 

情報マネジメントについては、以下のよう

な 6 つの主要な領域に整理された。① 被災

状況の把握（被害状況や避難者数の収集と

GIS 等による可視化）、② ニーズの収集

（支援要請情報の収集と統合）、③ 業務量

の推定（避難所規模などに基づく支援必要量

の算出）、④ チームの配分（支援ニーズに

応じた人員のマッチングと編成）、⑤ 指

揮・連絡・活動結果の共有（チーム活動のモ

ニタリングと報告体制）、⑥ その他の支援

業務（本部チームの編成や支援資源の調整）

である。 

- 7 -



 

 能登半島地震における 1.5 次避難所の運営

や支援活動、ならびに保健医療福祉調整本部

における情報管理の実態に関する観察・イン

タビュー・資料調査を通じて、ケア記録の共

有、被災者健康情報のデジタル化（DX

化）、そして情報流通の構造的課題について

の検討が行われた。 

 ケア記録については、紙媒体の使用による

情報共有の困難さが明らかになり、縦（時間

軸）、横（関係機関間）、フェーズ（初動～

復旧）間での共有体制に課題が見られた。今

後は、サマリー作成に適したデータ構造の設

計、継続的支援に必要な情報の選別と優先順

位付け、さらに AI などを用いたサマリー自

動化技術の導入が求められる。また、情報の

利活用における最大の課題は、DX 化が被災

者の生活再建においてどのような価値を生

み、いかに意思決定を支援するかというビジ

ョンを明確にし、関係者全体で共有すること

である。 

 一方向的に現場から情報が吸い上げられる

構造では、現場の負担が増すばかりであり、

情報の集約が同時に現場業務の軽減につなが

るような仕組みが必要である。情報提供と活

用が「より良い支援」につながるという実感

を持てるよう、結節点となる全てのアクター

にとって意味ある情報設計が重要である。 

 

(4) 情報集約及び対応体制等に関する海外

の情報収集 

 本研究では、海外における災害対応時の情

報集約と対応体制に関する取り組みを調査

し、わが国の保健医療福祉調整本部等の体制

整備に資する知見を得た。特に、ISO の各種

規格、英国の Joint Emergency Services 

Interoperability Programme（JESIP）、米

国の Medical Operations Coordination 

Center（MOCC）、および WHO の指針に注目

し、情報マネジメントや意思決定支援の枠組

みを比較検討した。 

 ISO 規格では、インシデントマネジメント

（ISO 22320:2018）、クライシスマネジメン

ト（ISO 22361:2022）、情報交換（ISO 

22396:2020）などが定められており、それぞ

れが公的・民間を問わず組織全体での対応に

必要な原則や枠組み、準備事項を包括的に提

示している。これらは、WHO のインシデント

マネジメントシステムや米国のインシデント

コマンドシステム（ICS）と内容的に整合

し、特に「戦略的意思決定」や「共通状況認

識（COP: Common Operating Picture）」の

重要性が強調されている。 

 英国の MAIC（Multi-Agency Information 

Cell）は、危機時にアクティベートされ、複

数機関からの情報を集約・分析し、COP を作

成・共有する役割を担う。これは、JESIP が

示す Joint Decision Model とも連動し、関

係機関が迅速かつ協調的に意思決定を行うた

めの基盤となっている。MAIC を効果的に運

用するためには、平時からの危機対応計画へ

の位置づけ、情報共有方針の整備、共通プラ

ットフォームの導入、専門的人材の育成が不

可欠とされる。 

 さらに、調査を行った各国・機関では、情

報の集約から COP の提示、そして合同意思決

定という一連のプロセスが、災害対応におけ

る基本構造として共通して重視されていた。

特に JESIP の Joint Decision Model は、体

系的かつ実践的な意思決定支援手法として、

日本においても参考になると考えられる。 

 また、多様な専門職が連携するためには、

共通用語の理解が欠かせないとの認識から、

「災害時の保健医療福祉に関する用語集」の

作成を行い、ISO、WHO、国内外の危機管理文

献等を参考に、用語の定義や使用方法の統一

を図った。今後は AI などの新技術の導入に

も注視しつつ、情報システムの整備や運用体

制についても、継続的な見直しと改善が求め

られる。 
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(5) 避難所・在宅者等の情報把握・支援の

検討 

避難所および在宅被災者への支援体制や情

報の把握方法について、複数の視点から分析

を行った。まず、在宅被災者支援のための連

携支援体制については、対象者を優先度に応

じて 3 つのカテゴリーに分類し、それぞれに

必要な支援の開始時期、初期情報の内容、情

報共有が想定される関係者等を整理した。ま

た、健康関連のアセスメント項目について

は、調査時期を「発災直後」「応急対応期」

「復旧・復興期」に分け、それぞれの段階で

求められる情報項目を世帯・個人単位で明確

にした。これらの成果については、今後関係

者の意見を取り入れて、より実効性のある支

援モデルへと洗練させる必要がある。 

 さらに、被災地で支援活動を行っている

NPO 法人や社会福祉協議会の代表者に対する

ヒアリングを通じて、実施された調査の目的

が、被災者の住宅被害や生活支援ニーズを明

らかにし、支援につなげることにあったこと

が確認された。これらの団体はいずれも平時

からの関係構築や過去の災害経験を支援活動

に活かしていた。一方で、在宅避難者への支

援の必要性や調査結果の行政による活用の難

しさ、小規模組織ゆえの支援力の制限、行政

や他団体との情報共有の不十分さ、健康相談

票が生活支援の観点を十分に含んでいないこ

となどの課題も明らかになった。 

 また、災害支援経験のある団体や DWAT

（災害派遣福祉チーム）等との協働により、

公衆衛生従事者や自治体が実施する調査との

連携強化の可能性が示された。ただし、中長

期の生活支援を目的とする調査と、医療的緊

急性の高い対象者を把握する調査とでは、調

査項目やタイミング、情報共有の方法などが

異なるため、目的に応じた調査設計が求めら

れる。 

 さらに、被災地域全体の住民支援の流れに

ついては、「自助・共助・公助」による支援

の推移を時系列で整理し、支援チームがこの

流れを共有することで、各チームの特性を活

かした重層的・効果的な支援が可能となり、

早期の生活再建につながることが期待され

る。行政機関の連携体制については、「み

る・つなぐ・うごかす」や「OODA ループ」

といった支援の原則を軸に、市町村、保健

所、都道府県、国による支援体制を再確認

し、その中で統括保健師の配置が地域の支援

ネットワーク活用や意思決定の支援において

大きな役割を果たすことも明らかになった。 

 

(6) 災害ケースマネジメント等の検討 

 2021 年の「防災基本計画」に災害ケース

マネジメント（DCM）が盛り込まれたことに

より、被災者の支援ニーズを把握し、情報を

組織間で共有・活用する体制の構築が求めら

れている。しかしながら、現実には応急対応

期に把握された情報が生活再建期に十分引き

継がれていないなど、DCM の実施には依然と

して課題が多く存在する。 

 調査では、生活再建期には保健師等による

巡回調査を通じて被災者情報が地域支え合い

センターなどに提供されていた一方で、初動

期の情報が生活再建期に活かされない傾向が

確認された。また、行政と個人情報を共有で

きる専門士業連絡会に対する調査を通じて、

官民連携による支援体制構築の可能性とその

課題が整理された。 

 地震や豪雨などによる被災自治体への事例

調査では、被災者情報の収集・活用状況と支

援体制の実態が明らかとなり、自治体間の取

り組みの違いや課題が可視化された。さら

に、生活再建を阻害・促進する要因の抽出と

分析を通じて、今後重視すべきアセスメント

項目も検討された。 

 また、複数回の災害に見舞われた自治体に

おける調査では、質問紙や聴取調査、地理空

間分析を組み合わせて実施され、心身の健康

や防災・減災リスクが復興過程でどのように

発現するかを明らかにした。このような調査
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は、地域支援拠点を核とした支援体制の有効

性を示すものであった。 

 DCM の適用範囲には限りがあるが、発災直

後からの情報蓄積が生活再建期の基礎情報と

なるような仕組みを平時から準備しておくこ

とが重要である。初動期においては、自治体

による緊急・応急対応が中心となるが、地域

コミュニティ（集落）での自助・共助による

支援体制も不可欠である。 

 生活再建移行期においては、自治体による

生活再建機関の設立と伴走型支援が本格化

し、DCM 本来の活動が展開される時期とな

る。この段階では、仮設住宅や災害公営住宅

等への入居が進むことで新たなコミュニティ

が形成されるため、地域の相互扶助や新しい

共助体制の構築が求められる。被災者個人に

対しては、支援メニューの活用や生活再建に

向けた積極的な行動が期待される。 

 加えて、都道府県から市町村への情報提供

体制に課題が見られたほか、従来の世帯単位

での把握に加え、集落単位での支援需要の把

握と、地域自治機能の再評価が必要であるこ

とが明らかとなった。これらの結果は、今後

の DCM の制度設計と運用体制の改善に向けた

重要な示唆を提供するものである。 

 

(7) 情報分析の運用体制の検討 

災害時における保健・医療・福祉および防

災分野の情報収集と対応体制の連携推進を目

的に、情報の収集、整理、活用の在り方につ

いて検討を行った。特に、内閣府の戦略的イ

ノベーション創造プログラム（SIP）により

開発された D24H の導入と活用を軸に据え

た。 

 令和 5 年度には、熊本県において地震災害

を想定した訓練を実施し、保健所が D24H を

通じて本部に状況報告を行う中で、本部がど

のように情報収集体制を構築し、収集情報を

活用して対応方針を立てるかの運用実態を観

察した。訓練結果からは、情報の受け手であ

る本部において情報の整理・分析・活用のプ

ロセスに課題が残ることが明らかとなり、今

後は訓練や研修を通じてこれらの能力を強化

する必要があるとされた。 

 また、令和 6 年能登半島地震において

D24H が本格運用されたことを受け、保健医

療福祉調整本部における実際の情報収集・分

析プロセスも検証した。避難所の状況を中心

としたデジタル情報の収集が進んだ一方で、

情報の整理や優先順位の判断、支援方針への

反映において、実務上の課題が明らかとなっ

た。特に、得られた情報を効果的に可視化

し、実践的な意思決定に活用する体制の整備

が求められる。 

 これを踏まえて、統括 DHEAT 研修では

D24H Survey を用いた情報分析訓練を実施

し、参加者が支援方針の策定に必要な情報整

理・分析を体感的に学ぶ機会を設けた。その

結果、今後の課題として、情報分析プロセス

の標準化と、収集した情報を的確に利活用す

るための実践的な訓練・研修を継続的に実施

していく必要性が強く認識された。 

 さらに、情報がデジタルファーストで集約

されるようになった現在においては、システ

ムに蓄積されたデータをいかに迅速かつ効果

的に読み解くかが、災害対応の成否を左右す

る要素となっている。そのため、今後はフェ

ーズごとに必要な情報のあり方を明確にし、

災害対応を担う関係者が情報の分析・可視

化・転用を実践的に体験できる場を設けるこ

とが求められる。 

 

(8) 情報能力向上方策等の検討 

 災害対応における情報能力の向上は、迅速

かつ的確な支援を実現するための基盤であ

り、そのための体制構築と人材育成が求めら

れている。本研究では、保健医療福祉分野の

情報収集・分析・共有体制の整備を目的に、

システム活用の実態と課題、そして人材の能

力向上方策について検討を行った。 

 災害時に活用される主な情報収集システム

には、保健所現状報告システム、災害時保健

医療福祉活動支援システム（D24H：避難所ラ

ピッドアセスメントシート）、EMIS（災害時

医療情報システム）、ISUT（災害時情報集約

支援チーム）などがあり、それぞれのツール

は実災害や訓練で広く使用されている。中で

も保健所現状報告システムは操作が簡便で普
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及が期待される一方、D24H はやや複雑であ

るため、研修や解説による理解者の増加が必

要である。 

 災害時には膨大な情報が集約されるため、

情報を分類し、優先順位をつけた上で、具体

的な対応策を立案するスキルが求められる。

FEMA が提示する情報マネジメントのプロセ

ス「収集・分析・評価・共有・管理」に沿っ

た体制構築が重要であり、本庁、保健所、市

町村の間では DHEAT や保健師リエゾンの派

遣、市町村によるエリア担当制の導入などが

有効とされた。 

 令和 6 年能登半島地震では、能登中部保健

所に地域保健医療福祉調整本部を設置し、保

健所、DMAT、JMAT、JRAT、DPAT、日赤救護班

等が同じフロアで活動し、1 日複数回のミー

ティングや情報共有を行ったことが非常に効

果的であった。また、保健師をリエゾンとし

て派遣することで、市町との連携が強化さ

れ、支援の迅速化に寄与した。 

 平時における備えとしては、自治体職員や

関係機関が各種情報システムの使用訓練を実

施し、地域の DMAT や福祉関係チーム（DWAT

等）との顔の見える関係を築くことが重要で

ある。DHEAT 基礎研修では、支援チームの特

徴を理解するための紹介ビデオ作成や、情報

分析演習なども実施された。 

 さらに、初動対応の質を高めるために、市

町村向けの災害初動アクションカードの作成

支援も行われた。福祉部局では対応の検討段

階であり、災害ボランティアについての情報

把握が課題となっているが、今後は福祉分野

における具体的な対応策の整理が求められ

る。 

 また、IT の活用によって情報共有が簡便

になった事例も報告されており、Google ド

ライブによる資料の共有や、LINE の

OpenChat による避難所支援者間の連絡な

ど、現場に即したツールの活用が密な連携に

貢献している。 

 今後は、情報分析や対応策立案能力を高め

るための実践的な研修の継続と、災害対応に

関わる全ての関係者が情報の活用に慣れ、共

有の重要性を理解したうえで行動できるよう

な体制づくりが必要である。これにより、災

害対応の質とスピードの向上が期待される。 

 

(9) ドイツ南西部で発生した水害に関する

インタビュー調査 

 水害被災地において、経験したことのない

土砂崩れが発生する水害で、橋や多くの建物

が流され、避難者は 4 万人いた。被災病院の

地下および 1 階は浸水し使用できなくなっ

た。入院患者は周辺の 5 つの精神病院が受け

入れてくれた。これらの病院とは災害前から

助け合っていた。その当時、行政の支援はな

かった。2021 年 12 月から近くのホテルを借

りて患者を入院させ、往診も始めた。この地

域の消防団員は 200 名いる。事前に砂袋を準

備し住民に配布した。予想より早く急激に増

水した。約 2500 件の救助を行った。複数の

病院で WhatsApp（日本の Line アプリのよう

なもの）を使い、情報を共有し、連絡をとっ

た。消防団が住民に情報を伝える手段として

は新聞、アプリ、ソーシャルメディアを使っ

た。主な課題として、国と州の調整や役割分

担、水害リスクを想定していなかったこと、

住民の多くが高齢者でインターネットを使っ

たコミュニケーションがとりづらかったこ

と、災害後の人口減少・医師不足等が挙げら

れた。民間やボランティアが大きな役割を果

たしていた。 
 

Ｄ．結論 

本研究では、実災害における保健医療福祉

分野の対応体制や情報マネジメントの実態を

踏まえ、災害対応力向上に資する検討を行っ

た。調査の結果、都道府県の 9 割、指定都市

と特別区の 8 割、政令指定都市の 7 割におい

て、地域防災計画等に保健医療福祉調整本部
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等の設置が明記されており、災害対応におけ

る組織整備の重要性が再確認された。 

 実際の災害では、地域の被害程度や医療機

関・福祉施設の被災状況等が情報共有され、

一定程度 ICS に準じた体制が構築されてい

た。 

 保健医療福祉調整本部の機能に関しては、

被災状況の把握、ニーズの収集、業務量の推

定、支援チームの配分、指揮・連絡、活動結

果の集約と共有といった情報マネジメントの

プロセスが整理され、国内外の実例をもとに

その有効性が確認された。特に、英国の

MAIC（Multi-Agency Information Cell）な

どの国際的な取り組みは、わが国の調整本部

の運営にも示唆を与えるものであった。 

 主要な実務としては、被災者や避難者の支

援ニーズの把握、関係者間のネットワーク構

築、情報共有体制の整備が重要である。在宅

被災者支援では、支援対象者のカテゴリー分

けやアセスメント項目の明確化が行われた。

また、災害ケースマネジメントにおいては、

被災者情報の収集・活用と支援体制の実態が

整理され、官民連携の重要性が示された。 

 令和 6 年能登半島地震では、D24H をはじ

めとする情報システムが活用され、わが国と

して初めて「デジタルファースト」による情

報収集が実施された。その中で、情報分析と

活用の課題が明らかとなり、今後の訓練や研

修の充実が求められている。 

 さらに、保健医療福祉調整本部の標準モデ

ル構築に向けて、小冊子「保健医療福祉調整

本部等におけるマネジメントの進め方

2025」を作成し、平時と危機時のチェックリ

ストを提示した。平時には、規程整備、資機

材や通信体制の確保、情報整備、研修・訓練

の実施等、構造（ストラクチャー）の充実が

求められ、災害発生後には、本部設置、状況

認識、意思決定、支援チームの派遣調整、情

報連携など過程（プロセス）の適正な運営が

不可欠である。結果（アウトプット）とし

て、庁内外の関係機関と連携し、必要な支援

を被災者に届けること、成果（アウトカム）

として、被災者の生命・健康・生活・安心の

確保に向けての活動が継続的に確認されるこ

とが重要である。 

 本研究を通じて、災害対応のあるべき姿が

より明確となり、今後の実務への応用や訓練

計画の指針として活用されることが期待され

る。 
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量．第 68 回東海公衆衛生学会学術大会，

2022． 
2) 冨尾 淳．災害時のマネジメントの基本

的な考え方（シンポジウム６：災害等の保

健医療福祉マネジメントの進め方）．第

81 回日本公衆衛生学会総会，2022． 
3) 相馬幸恵、奥田博子、川田敦子、佐々木

亮平、山崎初美．避難所・在宅者等の支

援．（シンポジウム６：災害等の保健医療

福祉マネジメントの進め方）．第 81 回日

本公衆衛生学会総会，2022． 
4) 池田和功、坂東淳、古川馨子、松本珠

実、赤松友梨、尾島俊之．福祉・NPO 等

や危機管理部門との連携（シンポジウム

６：災害等の保健医療福祉マネジメントの

進め方）．第 81 回日本公衆衛生学会総

会，2022． 
5) 藤内修二．コロナ対応からみた災害マネ

ジメント（シンポジウム６：災害等の保健

医療福祉マネジメントの進め方）．第 81
回日本公衆衛生学会総会，2022． 
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6) 原岡智子、尾島俊之、藤内修二、横山芳

子、五十嵐佳寿美．保健医療福祉調整本部

の体制と運営．第 81 回日本公衆衛生学会

総会，2022． 
7) 相馬幸恵、奥田博子、佐々木亮平、尾島

俊之．新型コロナウイルス感染症対応に係

る自治体職員の過重労働・メンタルヘルス

対策．第 81 回日本公衆衛生学会総会，

2022． 
8) 高杉友、森下佳穂、尾島俊之．災害発生

を想定した際の地域住民が持つ共助実行意

思の研究：インターネット調査．第 81 回

日本公衆衛生学会総会，2022． 
9) 冨尾淳．地域における健康危機管理の現

状と課題（シンポジウム３：持続可能で安

全、健康なまちづくり）．第 87 回日本健

康学会総会，2022． 
10) 菅磨志保、田村太郎、中村満寿央、静間

健人、坪井塑太郎．生活再建支援のための

被災者調査の可能性と課題－『災害ケース

マネジメント』実現に向けて－．日本災害

復興学会大会・分科会企画セッション，

2022． 
11) 坪井塑太郎，洪水災害による被害・避難

と生活復興に関する研究－令和 2 年 7 月

豪雨における熊本県人吉市を事例として

－．日本地理学会秋季学術大会，2022． 
12) 尾島俊之．総合知による健康・幸福の向

上．第 33 回日本疫学会学術総会，2023． 
13) 森下佳穂、高杉友、篠崎智大、尾島俊

之．新興感染症流行時の自宅療養者・濃厚

接触者に対する一般住民の支援意思の規定

要因．第 33 回日本疫学会学術総会，

2023． 
14) 尾島俊之．保健医療福祉調整本部の過

去、現在と未来（パネルディスカッション

24：災害時の保健医療福祉調整本部に関

する過去、現在と未来）．第 28 回日本災

害医学会総会・学術集会，2023． 
15) 冨尾淳．健康危機管理センター設立に向

けて 行政職の指揮調整能力強化に向けた

人材育成の課題と展望：海外の人材育成プ

ログラムを参考に（パネルディスカッショ

ン 24：災害時の保健医療福祉調整本部に

関する過去、現在と未来）．第 28 回日本

災害医学会総会・学術集会，2023． 
16) 尾島俊之、池田真幸、原岡智子、服部希

世子、池田和功、高杉友、李泰榮、冨尾

淳．保健所の地域保健医療福祉調整本部等

の令和元年の風水害における活動．第 28
回日本災害医学会総会・学術集会，

2023． 
17) 原岡智子、尾島俊之、横山芳子、五十嵐

佳寿美．保健医療福祉調整本部の活動．第

28 回日本災害医学会総会・学術集会，

2023． 
18) 坪井塑太郎、菅磨志保、狭間勇城．多重

被災の被害構造と被災者の避難行動・生活

再建過程の把握に関する研究―佐賀県杵島

郡大町町の豪雨災害を事例として．第 9
回震災問題研究交流会（社会学系 4 学会

連合），2023． 
19）Toshiyuki Ojima, Tomo Takasugi, 

Tomoko Haraoka, Shuji Tonai, Shoko 
Miyagawa, Manabu Ichikawa, Kiyoko 
Hattori, Hiroko Okuda, Tai-young Yi, 
Jun Tomio. Required functions of 
information gathering and processing for 
Health, Medical, and Welfare 
Coordination Headquarters for disasters 
in Japan. World Association for Disaster 
and Emergency Medicine (WADEM) ,  
Killarney (Ireland), 2023/5/10． 

20）尾島俊之、島田裕子、藤田利枝、春山

早苗．新型コロナ流行時の保健所長の首尾

一貫感覚（SOC）等と心理的苦痛．第 33
回日本産業衛生学会全国協議会，甲府市，

2023 年 10 月 27-29 日． 
21）尾島俊之．超高齢社会における被災者

の包括的支援の到達点－保健医療福祉の包

括的広域連携－．第 82 回日本公衆衛生学
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会総会，つくば市，2023 年 10 月 31 日

11 月 2 日． 
22）尾島俊之．オールハザードアプローチ

による健康危機管理．第 12 回日本公衆衛

生看護学会学術集会，北九州市，2024 年

1 月 6-7 日． 
23）尾島俊之、内田勝彦、赤松友梨、佐伯

圭吾、福永一郎、島村通子、永井仁美、宮

園将哉、逢坂悟郎、白井千香．健康格差縮

小・中間支援組織との連携等に関する保健

所の役割．第 34 回日本疫学会学術総会，

大津市，2024 月 1 月 31 日-2 月 2 日． 
24）尾島俊之．疫学による災害緊急対応と

次の災害への備え．第 34 回日本疫学会学

術総会，大津市，2024 月 1 月 31 日-2 月

2 日． 
25）尾島俊之．保健医療福祉調整本部との

連携に向けて．第 29 回日本災害医学会総

会・学術集会，京都市，2024 月 2 月 22-
24 日． 

26) 李泰榮、池田真幸、尾島俊之、服部希世

子、池田和功、冨尾淳、原岡智子．風水害

時における保健医療福祉活動の実態に関す

る調査研究、第 29 回日本災害医学会総

会・学術集会、京都市，2024 年 2 月 22-
24 日. 

27) 宮川祥子.  災害時の保健・医療・福祉

支援の情報課題の整理．総合危機管理学会

講演，2023． 
28）相馬幸恵、奥田博子、佐々木亮平、尾

島俊之．大規模災害時における災害支援組

織団体による被災住民への効果的な調査の

あり方の検討．第 82 回日本公衆衛生学会

総会，つくば市，2023 年 10 月 31 日． 
29）奥田博子、相馬幸恵、佐々木亮平、草

野富美子、尾島俊之．災害支援関係団体が

実施する被災地域住民調査の特徴～保健師

の訪問調査との比較検討～．第 12 回日本

公衆衛生看護学術集会，北九州市，2024
年１月６～７日． 

30) 坪井塑太郎、菅磨志保、狭間勇城．多重

被災の被害構造と被災者の避難行動・生活

再建過程の把握に関する研究―佐賀県杵島

郡大町町の豪雨災害を事例として．第 9
回震災問題研究交流会（社会学系 4 学会

連合），東京（早稲田大学），2023 年 3
月 18 日． 

31) 坪井塑太郎．佐賀県杵島郡大町町におけ

る洪水災害による重複被災と被災者支援に

関する研究―令和元年 8 月豪雨と令和 3 年

8 月豪雨を事例として．日本地理学会（秋

季大会），吹田市（関西大学），2023 年

9 月 18 日． 
32) 坪井塑太郎、菅磨志保、尾島俊之．重複

被災による被害と被災者支援・生活復興に

関する研究―佐賀県大町町における 2019
年と 2021 年の豪雨災害を事例として．静

岡市（静岡県地震防災センター），2023
年 11 月 19 日． 

33) 坪井塑太郎．洪水災害による重複被災と

生活復興に向けた支援体制に関する研究―
佐賀県杵島郡大町町を事例として．東京

（日本大学会館），2023 年 12 月 18 日． 
34) 坪井塑太郎、菅磨志保、尾島俊之．災害

時における地域自立支援体制の構築と広

域行政による保健医療調整本部の連携に

関する研究―長野県伊那市を事例とし

て．第 10 回震災問題研究交流会（社会学

系 4 学会連合）,東京（早稲田大学），

2024 年 3 月 20 日． 
35）Ojima T, Takasugi T, Haraoka T, 

Tonai S, Miyagawa S, Ichikawa M, 
Ikeda K, Hattori K, Soma Y, Okuda H, 
Ikeda M, Yi T, Suga M, Yoshimi I, Kubo 
T, Tomio J. Information systems and 
their data items for disaster response in 
local governments in Japan. World 
Congress of Epidemiology 2024, Cape 
Town (South Africa), 2024. 

36）Ojima T, Tomio J, Hattori K, Ikeda K, 
Ishii Y, Takaoka S, Yoshimi I, Kubo T. 
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Establishment and mobilization of 
National Public Health Rapid Response 
Teams in Japan. 15th Asia Pacific 
Conference on Disaster Medicine 
(APCDM 2024), Seoul, 2024. 

37）尾島 俊之, 奥田 博子, 相馬 幸恵．地

理的な困難性を伴う大規模災害への対応か

ら:能登半島地震から学ぶ広域避難対応 

広域避難の課題と中長期的な対応 人と人

とのつながりを軸に．第 83 回日本公衆衛

生学会総会（抄録集,p90），札幌, 2024. 
38）尾島 俊之, 原岡 智子, 藤内 修二．保

健医療福祉調整本部の構造からみた検討．

第 83 回日本公衆衛生学会総会（抄録集，

p541）, 札幌, 2024. 
39）池田 和功．DHEAT による保健所支援

と今後の展望（シンポジウム）．第 83 回

日本公衆衛生学会総会（抄録集,p194），

札幌, 2024. 
40）相馬 幸恵, 奥田 博子, 草野富美子, 川

田 敦子, 佐々木亮平, 山﨑 初美, 尾島 俊
之．災害時の在宅被災者支援のための連携

支援体制の一考察．第 83 回日本公衆衛生

学会総会（抄録集，p536）, 札幌, 2024. 
41）尾島 俊之．関東大震災から 100 年、過

去事例を踏まえた未来志向の災害時の産業

保健のあり方 災害公衆衛生の 100 年．

第 97 回日本産業衛生学会（産業衛生学雑

誌，66(臨増), p119）, 広島，2024. 
42）尾島俊之、高杉 友、原岡 智子、宮川 

祥子、冨尾 淳、相馬 幸恵、奥田 博子、

李 泰榮、池田 真幸、菅 磨志保、市川 
学、池田 和功、藤内 修二、服部 希世

子、久保 達彦．患者数推計のための高血

圧及び糖尿病有病率の地域差の研究．第

15 回日本プライマリ・ケア連合学会学術

大会，浜松，2024 
43）尾島 俊之、原岡 智子、藤内 修二、高

杉 友、吉見 逸郎、冨尾 淳、池田 和功、

服部 希世子、久保 達彦．都道府県におけ

る災害対応時の職員の安全衛生の担当者．

第 34 回日本産業衛生学会全国協議会，木

更津，2024． 
44）尾島 俊之．ヘルスコミュニケーション

と防災．第 37 回日本リスク学会年次大

会，静岡，2024． 
45）尾島俊之．災害対応の戦略（基調講

演）．奈良県公衆衛生学会，奈良，2024. 
46）尾島俊之．多様な分野とのパートナー

シップは公衆衛生をどう変えていくか（基

調講演）．第 13 回日本公衆衛生看護学会

（講演集 p74），名古屋，2025． 
47）相馬幸恵、奥田博子、佐々木亮平、尾

島俊之．在宅被災者の健康支援のためのア

セスメント項目の検討．第 13 回日本公衆

衛生看護学会（講演集 p252），名古屋，

2025． 
48）尾島 俊之、 原岡 智子、 藤内 修二．

災害時の保健医療福祉活動に係る情報の整

理・分析の自治体における状況と関連要

因．第 35 回日本疫学会学術総会（J 
Epidemiol. 35(suppl), p141），高知，

2025． 
49）尾島 俊之、原岡 智子、横山 芳子、五

十嵐 佳寿美、高杉 友、李 泰榮、池田 真
幸、服部 希世子、池田 和功、奥田 博
子、冨尾 淳、久保 達彦．保健医療福祉調

整本部の全国の状況．第 30 回日本災害医

学会総会・学術総会（J J Dist Med, 
29(suppl, p283），名古屋，2025． 

50）尾島 俊之．伊勢湾台風における公衆衛

生・行政の対応．第 30 回日本災害医学会

総会・学術総会（J J Dist Med, 29(suppl, 
p463），名古屋，2025． 

51）上田 規江，小島 香，中久木康一，坪

山（笠岡）宜代，古屋 聡，尾島 俊之．能

登半島地震における高齢者食支援活動の質

的調査．第 30 回日本災害医学会総会・学

術総会（J J Dist Med, 29(suppl, 
p490），名古屋，2025． 

52）小島 香，中久木康一，坪山（笠岡）宜

代，上田 規江，古屋 聡，尾島 俊之．災
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害時の口腔保健および栄養ケアに関する課

題と体制の検討 ～能登半島地震支援活動

における質的研究～．第 30 回日本災害医

学会総会・学術総会（J J Dist Med, 
29(suppl, p495），名古屋，2025． 

53）原岡 智子，尾島 俊之，五十嵐佳寿

美，横山 芳子．乳幼児の保護者からの災

害時情報の発信．第 30 回日本災害医学会

総会・学術総会（J J Dist Med, 29(suppl, 
p563），名古屋，2025． 

54）五十嵐佳寿美，原岡 智子，横山 芳
子，尾島 俊之．乳幼児を持つ保護者の地

震災害における物品の備えの関連要因．第

30 回日本災害医学会総会・学術総会（J J 
Dist Med, 29(suppl, p563），名古屋，

2025． 
55）李 泰榮，池田 真幸，尾島 俊之，服部

希世子，池田 和功，冨尾 淳，原岡 智
子．風水害対応における保健医療福祉調整

本部の運営実態の評価．第 30 回日本災害

医学会総会・学術総会（J J Dist Med, 
29(suppl, p586），名古屋，2025． 

56）宮川祥子, 濱舘陽子. 災害時の保健医療

福祉調整本部における情報課題．公衆衛生

学会総会, 札幌市, 2024.  
57）宮川祥子. 令和 6 年能登半島地震での

1.5 次避難所におけるケア情報共有の取り

組み． 公衆衛生看護学会, 名古屋市，

2025. 
58）宮川祥子, 濱舘陽子. 大規模災害時の保

健・医療・福祉支援調整の情報システムに

求められる機能に関する調査．第 30 回日

本災害医学会総会・学術総会（J J Dist 
Med, 29(suppl, p577），名古屋，2025． 

59）坪井塑太郎、菅磨志保．複合災害によ

る建物被害と被災者支援に関する研究―

2018 年・大阪府北部地震における茨木市

を事例として．日本地理学会 2024 年秋季

学術大会，2024 年 9 月 14 日（於：南山

大学）． 

60）阿部晃成、菅磨志保、小原直将、野村

俊介、三鴨昂将、入江早亮、坪井塑太郎．

能登半島地震における集落自治の可能性と

課題．日本災害復興学会 2024 年大会，

2024 年 11 月 9 日（於：アオーレ長

岡）． 
61）中村満寿央、菅磨志保、田村太郎．被

災者の生活再建を支援する調査の実践と課

題―令和 6 年能登半島地震における輪島

市の事例（1）．第 11 回震災問題研究交

流会（社会学系 4 学会連合）2025 年 3 月

23 日（於：早稲田大学）． 
62）三鴨昂将、入江早亮、小原直将、野村

俊介、松原久、菅磨志保．域外避難から見

た集落自治の可能性と課題―令和 6 年能

登半島地震における輪島市の事例（2）．

第 11 回震災問題研究交流会（社会学系 4
学会連合）2025 年 3 月 23 日（於：早稲

田大学），2025． 
63）坪井塑太郎．長野県上伊那地域におけ

る孤立可能性集落の現状と災害時対応に関

する研究．第 11 回震災問題研究交流会

（社会学系 4 学会連合）2025 年 3 月 23
日（於：早稲田大学），2025． 

 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
特になし 
 

２．実用新案登録 
特になし 
 

３．その他 
特になし 
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